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令和６年度みやぎ若年技能者人材育成支援等事業実施計画 

 

宮城県技能振興コーナー 

 

１ 事業の実施体制等 

実施項目 実施計画の内容 

 

（１）地域技能振興コーナ 

 ー 

 

 

ア 宮城県職業能力開発協会内に「宮城県技能振興コ

ーナー」を設置します。 

イ 利用者の相談窓口として、ものづくりマイスター

に係る認定、派遣等の活用コーディネート等に対応

するほか、連携会議の開催等を通じて地域の関係機

関・団体等との連携を進めます。 

ウ 事業の進捗状況や実績等について、センターへの

必要な報告業務を行います。 

 

 

（２）地域技能振興コーナ

ーの事業実施体制 

 

 

ア コーナー長の配置 

   コーナー事業の実施責任者として、コーナー長（専

任）1 名を配置します。 

 イ 一般職員及び事務補佐員の配置 

   コーナー事業を適切に実施するため、コーナー副長

（専任）1 名及び事務補佐員（非常勤）1 名を配置し

ます。 

 

 

２ 地域における技能振興事業の実施 

実施項目 実施計画の内容 

 

（１）技能五輪全国大会の

予選の実施等 

ア 技能五輪全国大会の予

選の実施 

 

（１）技能五輪全国大会の予選の実施 

 

ア 技能五輪全国大会の予選の実施 

技能競技参加を通じて若年技能者に技能向上の目標を

与えるとともに、訓練の機会を増やして技術の向上を図り、以

て広く技能の重要性及び必要性を訴求し、技能尊重機運を

醸成します。 

（ア）対象地域 

宮城県 

（イ）宮城県職業能力開発協会との共同実施とします。 



2 

 

 

実施項目 実施計画の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 技能五輪全国大会及び

若年者ものづくり競技大

会への参加支援の実施 

 

 

（ウ）予選会の競技数・競技職種等 

ａ 本事業で行う予選会の実施職種  

    ２級技能検定試験が実施されない職種のうち、 

「電工」、「電気溶接」の２職種について、予選

大会を行います。  

・目標値：２職種 計６名程度 

b  予選会の参加手数料の徴収 

宮城県における２級技能検定実技試験受検手

数料の額（若年者減免措置後の額）と整合を図

り下記のとおりとします。 

電気溶接・電工 

２，７５０円～９，２００円 

 

イ 技能五輪全国大会及び若年者ものづくり競技大会へ

の参加支援の実施 

若年技能者の各種技能競技会への参加を容易にして技

能向上の機会を与えるため、技能五輪全国大会及び若年

者ものづくり競技大会に当該地域の若年技能者が選手とし

て参加する場合に、当該参加選手とその指導者の参加旅費

及び道具等の運搬費の援助を行います。 

 

〔第 62 回技能五輪全国大会参加支援計画〕 

ア 開催場所：愛知県 

イ 支援対象：選手 12 名、指導者 12 名、計 24 名 

※道具運搬費は選手のみ支援対象 

 

〔第 19 回若年者ものづくり競技大会参加支援計画〕 

ア 開催場所：群馬県、栃木県 

イ 支援対象：選手 12 名、指導者 12 名、計 24 名 

 

 

（２）卓越した技能者（現

代の名工）の表彰制度

の紹介コンテンツの作

成支援 

 

 

令和６年度の現代の名工受彰者に取材を行い、現代の

名工紹介サイトのコンテンツ原稿を作成し、中央技能振興

センターに提出します。 

  

実施時期：令和６年１２月～令和７年２月（予定） 
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実施項目 実施計画の内容 

 

（３）「地域発！いいも

の」応援事業及びグッ

ドスキルマーク事業の

休止に伴う対応 

 

 

両事業のいずれかに認定された事業者からの認定

内容の変更・廃止等の相談があった場合は、センター

に問い合わせるよう伝え、円滑なフォローと手続き移

行に努めます。 

 

３ ものづくりマイスターの認定、登録に関する業務等について 

実施項目 実施計画の内容 

 

（１）ものづくりマイスタ

ーの開拓 

 

 

企業並びに業界団体及び商工団体等への訪問等に

より、ものづくりマイスター候補者に係る情報収集や

推薦依頼等（掘り起こし）を行います。  

新規ものづくりマイスターの掘り起こしに当たっ

ては、現マイスターの高齢化が進んでいることから登

録辞退の申し出も出てきており、若手技能者の中から

ものづくりマイスターの掘り起こしを進め、ものづく

りマイスター制度の円滑な事業推進に務めていきま

す。 

なお、過去３年間に一度も活動実績のないものづく

りマイスターに対しては、引き続きものづくりマイス

ターとして活動する意思があるか否かを確認し、活動

の意志がある場合には、指導技法等講習を受講してい

ただきます。 

 

 

（２）ものづくりマイスタ

ーへの説明 

 

 

認定を受けたものづくりマイスターに対し、実技指導等

に当たる前の指導技法等講習受講の要否説明及び活動

する際の条件等の説明を行います。 

 

 

（３）申請書類等の取りま

とめ 

 

ものづくりマイスター候補者からの認定申請書を受理

し、候補者台帳を作成して、センターに提出します。 

 

新規認定目標 １０名以上 
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実施項目 実施計画の内容 

 

（４）ものづくりマイスタ

ーに対する研修 

 

 

ア  指導技法等講習会の開催 

新たに認定されたものづくりマイスター等の指導技法等

講習要受講者に対して、指導技法、個人情報保護、ハラ

スメント防止及び活動報告書作成方法等の講習を実施し

ます。 

開催回数： ２回（予定） 

イ 研修内容 

   センターの指導技法等講習の実施に関する支援を

活用し、ものづくりマイスターによる指導技能の充実

を図ります。 

ウ 交通費の負担 

   指導技法等講習及びその講師養成研修参加者に対

して適正な交通費を支給します。（受講手当は支払い

ません。） 

エ センター主催「事例発表・意見交換会」への参加 

全国のものづくりマイスターによる「実技指導事例

の発表と指導技法についての意見交換会」にものづく

りマイスターを派遣します。（中央技能振興センター

の計画による。） 

 

 

４ ものづくりマイスターの活用に係る業務について 

実施項目 実施計画の内容 

 

（１）若年技能者の人材育

成に係る相談・援助等 

 

 

地域振興コーナーの相談窓口において、技能検定の

実技試験課題や技能競技大会の競技課題等を活用した

若年技能者の人材育成に係る取組方法、訓練施設・設

備等のコーディネート、実技指導等の相談・援助、及びも

のづくりマイスター派遣のコーディネート等を行います。 

 

 

（２）ものづくりマイスタ

ーの派遣による指導の実

施 

 

 

派遣対象企業等・指導対象者 

①② 中小企業・業界団体については、積極的に業

界団体等への周知・広報を行い、新規の指導先の

開拓を進めます。 

    指導目標 ２４０人 
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実施項目 実施計画の内容 

  

③ 工業高校等学校及び専修学校・各種学校につい

ては、基礎・基本の習得と技能検定の有意性、特

に就職に当たっての有益性について説明を行いな

がら、本制度の活用を勧めます。 

   指導目標 １，９２０人 

④ 公共施設や民間施設のイベントエリア等につい

ては小・中学生及び保護者を含めた幅広い年齢層

にものづくりの楽しさと大切さを伝え、次代のも

のづくりを担う人材の育成につながるよう努めま

す。なお、市民センターや児童館、民間施設等で

の開催については個々の条件に対応した工夫をし

ながら積極的に開催します。 

    指導目標 ７４０人 

 

 

（３）若者に対する「もの

づくりの魅力」発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 地域若者サポートステーション事業（以下より

「サポステ」という）の支援対象者に対する「もの

づくりの魅力」発信の実施 

サポステから要請があった場合には、サポステの

支援対象者に対して、支援対象者の状況に配慮しな

がらものづくり魅力の発信を行います。 

目標 ３人 

イ 小中学校等の児童・生徒に対する「ものづくりの

魅力」発信 

小中学校でのものづくり体験教室は、小・中学生

及び教師、保護者を含めた幅広い年齢層にものづく

りの楽しさと大切さを知ってもらう機会であるの

で、関係する会議等での周知のほか教育委員会等関

係機関を訪問するなどして事業の説明や周知を行

い、積極的に開催します。 

   目標 １，０００人 
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（４）熟練技能者等による

派遣指導及び「ものづ

くりの魅力」発信事業

の実施 

 

熟練技能者等による派遣指導は、ものづくりマイ

スターの不足する（いない場合を含む）職種等の派

遣要請があった場合には、積極的にコーディネート

します。また、「ものづくりの魅力」発信事業の要望

があった場合にも同様とします。 

目標 １２人 

 

 

５ 地方公共団体、経済団体等との連携会議の設置・運営について 

実施項目 実施計画の内容 

 

（１）連携会議の設置 

 

 

地方公共団体、経済団体、教育機関等の関係者によ

る連携会議を設置し、宮城県の産業特性、就業構造等を

踏まえた本事業の推進計画の策定、技能承継や技能振

興等の取組、事業実施に当たっての連携・協力のあり方

等を検討する連携会議を開催します。 

 

〔構成案〕 

宮城労働局、宮城県産業人材対策課、宮城県教育庁

高校教育課、(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構、

宮城県商工会議所連合会、宮城県中小企業団体中

央会、(一社)みやぎ工業会、宮城県技能士会連合会、

宮城県職業能力開発協会 

 

 

（２）連携会議の開催回数 

 

 

年２回開催します。（予定） 

ア 第１回 令和６年５～６月頃 

イ 第２回  令和６年１１月～１２月頃 

 

 


